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１．はじめに

　現在（2020 年）のベトナムでは約 70 万の中
小企業が存在しており，全体の 98％の企業数を
占めている．2015 年から，新たな企業法と投資
法により，企業設立の所要期間は３日以内に短
くなることで，新規設立中小企業数も急速に増
えている．2015 年〜 2019 年の期間では毎年 10
万以上の企業が開業している．特に 2019 年では
約 138,000 の新規企業が設立された 1）．
　中小企業数の増加に従い，経済全体の売上，
付加価値，そして国家の税収への貢献も増えて
いる．また，多く新設される企業により，多く
の雇用機会も作られている．ベトナム統計局に
よれば，2015 年では 70 万の労働者が新たに採
用されたという 2）．ベトナムでは今後中小企業
がますます国民経済の重要な一部になっていく
と考えられる．
　こうした状況にも関わらず，ベトナムでは中
小企業や大・中小企業の関係等についての研究
が非常に少ない 3）．また，多くの研究は経済セ
ンサスや企業調査に基づいて行われており，こ
うした研究では経済の構造などを全体的に把握
することができるが，産業間や規模別企業間の

取引関係を知ることは難しい．特に規模別の企
業に関する産業連関分析は現在の時点では存在
しない．こうした現状を踏まえて，本稿では，
ベトナムの 2011 年規模別産業連関表を作成し，
ベトナムにおける大企業と中小企業の状況，関
係を分析することを目的とする．
　本論文の構成は，まずベトナムの中小企業関
連，産業連関分析の先行研究およびベトナムの
中小企業の現状，政策をまとめ，次に OECD が
公表したベトナムの 2011 年産業連関表とベト
ナム中小企業報告書に基づいて規模別産業連関
表を作成し，分析，考察を行っていくという順
で進める．

２．ベトナムの中小企業の状況と政策

　ベトナム統計総局によれば，現在ベトナムで
は 71 万以上の企業のうち 98％が中小企業であ
る．中小企業の数は 2011 年から 2019 年にかけ
て大きく増加した．具体的には 2019 年の中小企
業の数（約 70 万）は 2011 年（約 31 万）の 2.25
倍に増加した 4）．
　2011 年の時点において，統計局が調査した結
果，企業の総数は 324,691 企業であった．その
うち，大企業数は 7,750 企業で，2.4％を占めて
おり，中小企業数は 316,941 企業で，97.6％を占
めている．内訳として，中企業は 6,853 企業で
2.1％，小企業は 93,356 企業で 28.8％，極小企業
は 216,732 企業で 66.8％と最も高い割合を占め
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ている．
　また，2011 年に貿易活動のある企業数は約
43,000 社で，全体的に 13.3％を占めている．し
かし，輸出，輸入などの貿易活動はまだ大企業
に集中している．大企業の約 65％が貿易活動に
参加しているのに対して，貿易を行っている中
小企業の割合は 12.1% に過ぎない 5）．
　経済の産業別では，サービス業に従事する企
業数が 220,095 企業で，経済全体の企業の 67.8％
を占め，最も高い割合である．また，大企業の
中で同産業が 48.6％を占め，中小企業の場合は
68.3％を占めている．全ての企業規模の中で農
林水産業の企業数が２％以下である．詳細な統
計は以下の表 2.1 の通りである．
　ベトナム政府は，中小企業の発展を支援し促
進するために 2001 年から中小企業支援政策を
実施している．実際，世界中の多くの国が中小
企業を経済発展の主な原動力と考えており，中
小企業支援政策を法的に制定した．ベトナムも
2017 年に中小企業支援法を発表した．支援法の
主な内容は，税務，経理の支援，生産拠点の支援，
技術の支援，消費市場拡大の支援，法的相談の
支援，人材の支援等が含まれている．
　支援法の各項目の内容として次のポイントが
挙げられる．
　まずは税務，経理の支援である．中小企業は
期間限定で企業所得税法による通常の税率より

も低い税率が適用される．極小企業に対し，税
法および会計法の規定に従いつつ，単純な税務
管理手続きおよび会計制度が適用される．
　生産拠点の支援については，各地方の土地状
況に基づいて，中小企業向けの工業クラスター

（小型工業団地），農林水産物加工専用 の 工場団
地の設立と開発のために土地区画の割り当てを
決定する．各地方の予算に基づいて，中小企業
向けの工業団地，ハイテクパーク，工業クラス
ターにおける生産土地の賃貸料を支援する．支
援期間は５年間である．
　次は技術，テクノロジーの支援である．中小
企業が研究，トレーニング，技術移転活動を通
じて技術を把握，改善，創造するための支援政
策を実施する．企業の知的財産を確立，活用，
管理，保護，開発することを支援する．商品開発，
投資誘致，知的財産，品質基準等に関する訓練
コースを実行する．
　消費市場拡大の支援も実施されている．企業
の商品流通チャンネルの成立，運営するのを支
援する．商品を提供する中小企業が 80％以上を
占めるサプライチェーンに投資し，運営する企
業，組織 は 土地賃貸料，土地使用税，企業所得
税の減少，削減という特典を受けられる．
　コンサルティング，法的支援について，中小
企業向けのコンサルティングのネットワークを
築く．中小企業はネットワークのサービスを無
料または低費用で利用できる．中小企業支援用
の情報ポータルサイトを設立し，企業に役立つ
法律関連の情報を提供する．新設企業は設立手

　　　　　　　　　

　5）ベトナム税関局の 2011 年統計を参考した．

表 2.1　ベトナムの 2011 年の規模別産業別の企業数

大企業 中小企業
企業数 割合（％） 企業数 割合（％）

農林水産業 111 1.4 3,197 1.0
製造業，建設業 3,873 50.0 97,415 30.7
サービス業 3,766 48.6 216,329 68.3
合　計 7,750 100.0 316,941 100.0

　出所：ベトナム統計総局，「2006 年〜 2011 年期間の中小企業報告書」
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続きの相談費，企業の初回登録費，最初３年間
の営業許可費が免除される．最初３年間営業で
行政手続き，税務，経理関連のコンサルティン
グなどが無料で受けられる等である．
　もう一つは人材の支援である．起業，企業運
営，労働者の職業訓練など国家予算を使用した
トレーニングコースは，中小企業に対して参加
費が減少される．インタネット，マスメディア
等での訓練プログラムを実行する．製造，加工
の中小企業に現場トレーニングも提供する．
　以上がベトナムの大企業，中小企業別の状況
と現在の中小企業に対する政策の説明である．

３．先行研究

　3.1．諸国の規模別産業連関表の作成
　世界的にみて，産業連関表を大企業と中小企
業に分割し規模別産業連関表を作成した例は多
くない．本稿はいくつかの先行研究を紹介する．
　多くの国では規模別産業連関表の作成と分析
の事例は多くないが，日本では過去多数の研究
が行われてきた．規模別産業連関表の作成にお
いては，日本の中小企業庁が重要な役割を果た
してきた．中小企業庁は，1975 年に製造業を
大企業と中小企業に分割した規模別産業連関表
の作成を始めた．その後，規模別産業連関表は
1978 年，1980 年に引き続き作成され，1985 年
に第三次産業の部門も導入し始め，それ以降は
ほぼ数年間ごとに作成されるようになった．
　規模別産業連関表を活用した研究の代表とし
て，下田・藤川・渡邉（2005）がある．1985 年，
1990 年，1995 年，2000 年の規模別表を用いて，
企業規模と産業構造の変化の関係を考察した．
結果として次の点が挙げられる．現代の経済の
サービス化に伴い，製造業の影響力・感応度係
数は共に低下傾向にある．全体的に大企業の方
の影響力が大きく，一方で中小企業の感応度は
低下傾向が強い．産業構造の変化については，
中小企業の生産シェアは実質実物で縮小してい
る．その要因としては，機械工業部門などで，
輸出拡大の恩恵を大企業ほど受けていない点が
指摘されている．また，中小企業の方は価格上

昇率が大きいとしている．
　日本規模別産業連関と韓国の鉱工業統計調査
報告書を基にして，居城・明（2014）では韓国
規模別産業連関表を作成し，日韓の企業の比較
をしている．分析の結果としては，生産誘発関
係において部門によって異なるが，食料品，繊
維製品等では韓国の中小企業の方に生産誘発が
起きることを明らかにした．また，電気機械部
門において，韓国の方は大企業の中小企業との
関係が深い．軽工業の部門でも中小企業と大企
業との相互の取引関係が強いという結論も明ら
かになった．
　Romero・Santos（2007）はスペインのアンダ
ルシア（Andalucía）地域の規模別産業連関表を
作成した．同地域の産業連関を極小企業，中小
企業，大企業に分割した．しかし，データ不足
のため，列方向の分割しかできないことになっ
た．この研究においては，作成できた規模別産
業連関表を通して，R S 比率（ratio of regional 
supplying） と ORM 比率（ratio of orientation 
towards regional market）の指標を使用し，分
析を行った．地域外から多く移入し，地域内で
販売する，または地域外へ移出する企業が多い
という結果がわかった．
　東南アジアでは現在，インドネシア，タイ，
マレーシアの規模別産業連関表が存在してい
る．インドネシアの 1985 年の表は金子（1989）
によって作成された 6）．他の規模別表と異なり，
大・中規模工業と小規模・家内工業という分類
に分割した．タイとマレーシアの規模別産業連
関表は日本のように，研究者ではなく，公的機
関によって作成された．
　タイの規模別表は中小企業と非中小企業それ
ぞれ 180 部門を含み，合計 360 部門の表となっ
ている．しかし，現在のところで簡潔化した 58
部門の 2005 年表が公表されている．規模別産業

　　　　　　　　　

　6）金子敬生（1989）「企業規模別二重構造 の 産
業連関分析─インドネシア経済の研究」『産業連関
─ イ ノ ベーション &IO テ ク ニーク』1990 年１巻
３号　p. 23─37
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連関表による公式研究において，中小企業は非
中小企業より付加価値率と生産効率が高いとい
う結果が挙げられた．具体的には，1 製品単位
当たりに中小企業の付加価値平均が 0.4 単位で，
非中小企業の場合は 0.38 単位である．それに企
業の収益率を分析すると，中小企業の収益率は
23.1％と高く，非中小企業の収益率は 14.1％で
あることも推計されている．
　一方で，マレーシアでは 2018 年に作成された
2010 年規模別産業連関表が唯一の表である．マ
レーシア規模別表は 2010 年産業連関表と 2011
年経済センサスに基づき，部門数は 93 部門で，
マイクロ企業，小企業，中企業，大企業との 4
規模に分割した．分析結果として，中小企業は
経済全体の付加価値割合が 32.3% にとどまって
いる．また，中小企業と大企業との投入産出関
係はかなり弱いとしている．中小企業は大企業
に投入を依存しているが，大企業はあまり依存
することはないことを明らかにした．

　3.2．‌�ベトナムの産業連関分析及び中小企業関連
の先行研究

　本節では，ベトナムの産業連関分析及び中小
企業に関する先行研究を紹介する．
　グェン ホアン フォン タオ（2016）では，ベ
トナムの 1996 年，2000 年，2007 年産業連関表
を利用し，DPG 要因分析でベトナムの経済構造
変化をとらえた．実質化表を用い，1996 年から
2007 年までのベトナム経済構造の変化を踏ま
え，この時期のベトナムの経済成長要因を明ら
かにした．それは製造業やサービス業がこの時
期の経済成長に大きく貢献しているという点で
ある．また，1996 年から 2000 年にかけて，輸
出は最大の成長要因だと確認されたが，2000 年
代に入って投入係数の変化という新たなベトナ
ムの経済成長要因が現われた．ベトナムのリー
ディング・インダストリーは石炭・原油・天然
ガス，なめし革・毛皮・同製品などから電気機
械，輸送機械，金属製品などへと移転している
ことも明らかになった．
　Nguyen Ho Phi Hai, Bui Trinh（2018）では以

下のような点を明らかにした，ベトナムでは，
GDP における工業・建設セクター（第二次産
業）およびサービスセクター（第三次産業）の
より大きな割合に向けて経済構造を調整する必
要があることが政治的に指示され一般的に受け
入れられている．この研究はベトナム 2012 年産
業連関表を分析した結果，農林水産業，食品加
工・飲料・タバコの産業，石油・ガス製品の生
産，その他の製造業が経済全体平均の影響力係
数及び感応度係数を上回っている．しかし，大
部分のサービス業は高い影響力・感動度を持っ
ていないという結果であった．これから，持続
可能な経済成長ができるために政策提案として
国内の裾野産業には特定の優先政策を実施する
必要があることを指摘した．
　Bui Trinh et al. （2005）では，地域間産業連関
表の様々な作成方法について比較し，考察した．
その中，特に調査ベースと非調査ベースとその
２つを合わせるハイブリッドアプローチという
作成方法を取り上げている．当時のベトナムで
は，ホーチミン市とその他の都市という２地域
間産業連関表が唯一存在していたが，2013 年に
同作者が「Vietnam Inter-Regional Input-Output 
Analysis: The Bi-regional and 8-regional Cases 
of Vietnam」という研究で，ベトナムの多地域
間産業連関表の作成を行った．研究結果として
は，農林水産業及び水産加工の産業の成長に伴
い，全ての地域へ積極的な影響を与えているこ
とを指摘している．また，産業連関分析を通し
て，ベトナムそれぞれの地域が独特な経済構造
を持っていることがわかった．それぞれの地域
へ適切な政策を適用することは，各地域だけで
なく国全体の持続可能な発展に重要であると述
べられている．
　Nguyen Thi Hoa （2018）の研究では，急速な
経済成長を伴う不十分な環境管理により，ベト
ナムは現在，深刻な環境汚染に直面していると
いうことである． したがって，経済活動と汚染
の流れに関連する様々な側面を評価するための
研究フレームワークを開発することが重要であ
る．この研究は欧州環境機関（EEA）の DPSIR
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モデルと産業連関分析を合わせ，そうしたフ
レームワークを作成しようとした．結果として，
金属製造業，機械製造業，建設業が一番環境に
汚染を与えることと，合金製造，工業化学物質
製造，織物生産 の 活動 が CO2 排出 へ の 最大原
因であることが指摘されている．経済成長が望
ましい中で環境汚染を最大限に制御できるため
に，様々な側面を分析し，各産業へ適切な対策
も提案されている．
　Nguyen Viet Cuong （2010）では，当時のベト 
ナムでは，企業設立の手続きはまだ難しく，複
雑であったので，中小企業の発展の障害になる
原因の一つであると指摘した．ハノイ市内の中
小企業の成長状況を踏まえ，当時の企業問題を
整理し，中小企業を支援する法律の必要性を挙
げていた．その考察に基づき様々な支援政策が
指摘された．
　Vu Hoang Nam （2013） で は，2004 年 か ら
2010 年までの中小企業の調査から収集された
データに基づいて，中小企業の所有者・経営者
の能力，労働者の質，および公共インフラが中
小企業の効率に影響を与えることを示してい 
る．また，製品，生産過程，およびマーケティン 
グの革新は，ベトナムにおける中小企業の成長
の決定的な要因であるという結果も挙げている．
　上記の先行研究をまとめると，ベトナムの産
業連関分析と中小企業分析がそれぞれ別個に存
在しているが，中小企業分析と産業連関分析を
結びつけた分析は筆者の知る限りまだ存在して
いない．本稿はベトナム規模別産業連関表を通
じて，ベトナムにおける初めての中小企業と大
企業を関連させた分析を進めることとする．特
に製造業への海外投資が集中しているというベ
トナムの現状では，さらに製造業の中小企業と
大企業に関しての分析を行い，同産業の状況を
把握できるように試みる．
　ベトナム企業の現状を踏まえ，本論文では次
のような仮説を立てる．上記のようにベトナム
の中小企業の貿易活動は大企業より活発でない
ため，国内からの投入率が高く，大企業より波
及効果が高いという第一の仮説．また，ベトナ

ムの製造業では，外資系企業の大企業が多いの
であるが 7），主な担当工程は組み立てのため，
海外から原材料を輸入し，組立後は海外へ輸出
するため，RS 率も ORM 率も低いのではないか
という第二の仮説が立てられる．同根拠で，製
造業の中小企業の工程範囲は大企業より広く，
国内の付加価値を発生させているのではないか
という第三の仮説である．本稿は規模別産業連
関の作成，分析によって以上の仮説を検討して
いく．

４．ベトナム規模別産業連関表の作成手法

　ベトナムの規模別産業連関表の作成の基本的
な流れは次のようである．ベトナム産業連関表
とベトナム規模別データを利用→規模別の売上
の比率で生産額を推計→利益，賃金の比率で付
加価値を推計→輸出，輸入を推計→最終需要を
推計→日本規模別表 を 利用 し 中間財額 を 推計
→ RAS 方法で完成．各段階の具体的な説明は
以下のようである．
　・作成に基にするデータ
　規模別産業連関表を作成するために，２つの
主なデータが必要である．それは国内産業連関
表と大企業・中小企業に分離用の規模別の統計
データである．
　現時点（2020 年９月）において，ベトナム統
計局が公表した最新の国内産業連関表は 2012
年版である．2012 年版の前に 2007 年版と 2000
年版もある．しかし，同局が公表した最新の規
模別 データ は 2011 年 で あ り，「2006 年〜 2011
年期間の中小企業報告書」に含まれている．
　そのため，2012 年国内産業連関表の代わりに
経済協力開発機構（OECD）が公表した 2011 年
ベトナム産業連関表を利用することにした．
　表 4.1 のようにベトナム産業連関表と規模別
データとは部門の分類が違うので，部門を揃え
る必要がある．表 4.1 では，各部門の英語名称

　　　　　　　　　

　7）ベ ト ナ ム 統計総局，2019 年経済調査統計 に
より，2019 年では外国投資のうちに製造業への資
金を 60％，製造業全体の輸出額の 70％を占めた．
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表 4.1　ベトナム産業連関表と規模別データの部門の分類

ベトナム産業連関表の部門 規模別データの部門
Agriculture, hunting, forestry and fishing Agriculture, forestry and fishing
Mining and quarrying Mining and quarrying
Food products, beverages and tobacco

Manufacturing

Textiles, textile products, leather and footwear
Wood and products of wood and cork
Pulp, paper, paper products, printing and publishing
Coke, refined petroleum products and nuclear fuel
Chemicals and chemical products
Rubber and plastics products
Other non-metallic mineral products
Basic metals
Fabricated metal products
Machinery and equipment, nec
Computer, Electronic and optical equipment
Electrical machinery and apparatus, nec
Motor vehicles, trailers and semi-trailers
Other transport equipment
Manufacturing nec; recycling

Electricity, gas and water supply
Electricity, gas, steam and air conditioning 
supply
Water supply; sewerage, waste management

Construction Construction
Wholesale and retail trade; repairs Wholesale and retail trade; repair
Transport and storage Transportation and storage
Hotels and restaurants Accommodation and food service activities 
Post and telecommunications Information and communication
Financial intermediation Financial, banking and insurance activities
Real estate activities

Real estate activities
Private households with employed persons
Computer and related activities

Professional, scientific and technical activities
R&D and other business activities
Public administration and defence; compulsory social 
security Administrative and support service activities
Renting of machinery and equipment
Education Education
Health and social work Human health and social work activities

Other community, social and personal services
Arts, entertainment and recreation
Other service activities

　　出所：2006 年〜 2011 年の期間の中小企業報告書，ベトナム 2011 年産業連関表
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のそのままでまとめている．
　類似した部門を揃えた結果，表 4.2 のように
なる．

　生産額の推計
　ベトナムの規模別データを基にして，売上高
で大企業と中小企業に分離し，その売上高の割
合でベトナム産業連関表の生産額を分離する．
計算した規模別の割合は表 4.3 のようである．

　付加価値の推計
　ベトナム規模別データでは付加価値の項目が
ないため，付加価値を代表する利益と賃金の価
値を使うことにする．利益と賃金の金額を加算
して，規模別に分割して，その割合でベトナム
産業連関表の付加価値分割に使用する．
　ここまで，規模別産業連関表の生産額と付加
価値が計算できたので，生産額から付加価値を

引き，内生部門計を求めた．

　輸出，輸入，最終需要の推計
　ベトナム規模別データでは，規模別の輸出， 
輸入，最終需要等の価値（数値）がないため，既 
存のデータを使って推計していくこととする．
　輸出額は，上記のように計算した規模別の生
産額の割合で分離する．
　輸入額の場合は，生産額から輸出額を引き，
国内需要の値を求め，国内需要の規模別割合で
分離する．
　最終需要のうちの民間消費額は，規模別デー
タで大企業と中小企業の労働者の収入の割合を
求め，その割合で民間消費額を規模別に分離す
る．
　最終需要の他の項目（政府消費支出，固定資
本形成，在庫純増等）は輸入額のように国内需
要の規模別割合で分離する．

表 4.2　規模別産業連関表の作成用の部門分類

部門分類 部門名の日本語翻訳
Agriculture, forestry and fishing 農林水産業
Mining and quarrying 鉱業
Manufacturing 製造業
Electricity, gas and water supply 電力・ガス・水道
Construction 建設
Wholesale and retail trade 卸売小売商業
Transportation and storage 運輸，倉庫
Accommodation and food service activities 宿泊所，飲食サービス
Information and communication 情報，通信
Financial, banking and insurance activities 金融・銀行・保険
Real estate activities 不動産
Professional, scientific and technical activities 専門，科学，技術の活動
Administrative and support service activities 行政的サポートサービス
Education 教育
Human health and social work activities 健康，社会的活動
Other community, social and personal services 他のサービス

　　　　　出所：筆者作成
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表 4.3　生産額分割用の規模別比率

部門分類 大企業 中小企業
農林水産業 57.0% 43.0%
鉱業 82.7% 17.3%
製造業 64.2% 35.8%
電力・ガス・水道 88.8% 11.2%
建設 35.2% 64.8%
卸売小売商業 38.5% 61.5%
運輸，倉庫 58.6% 41.4%
宿泊所，飲食サービス 61.5% 38.5%
情報，通信 88.7% 11.3%
金融，銀行，保険 94.8% 5.2%
不動産 41.6% 58.4%
専門，科学，技術の活動 30.0% 70.0%
行政的サポートサービス 40.1% 59.9%
教育 65.4% 34.6%
健康，社会的活動 74.0% 26.0%
他のサービス 43.3% 56.7%

　　　　　　　　　出所：「2006 年〜 2011 年期間の中小企業報告書」に基づき，筆者作成

表 4.4　付加価値分割用の規模別比率

部門分類 大企業 中小企業
農林水産業 84.4% 15.6%
鉱業 82.4% 17.6%
製造業 73.2% 26.8%
電力・ガス・水道 86.1% 13.9%
建設 39.7% 60.3%
卸売小売商業 52.8% 47.2%
運輸，倉庫 75.2% 24.8%
宿泊所，飲食サービス 65.5% 34.5%
情報，通信 89.8% 10.2%
金融，銀行，保険 94.1% 5.9%
不動産 53.4% 46.6%
専門，科学，技術の活動 38.2% 61.8%
行政的サポートサービス 53.0% 47.0%
教育 61.0% 39.0%
健康，社会的活動 71.5% 28.5%
他のサービス 58.7% 41.3%

　　　　　　　　出所：「2006 年〜 2011 年期間の中小企業報告書」に基づき，筆者作成
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　中間財額の推計
　現在のところ，ベトナムの規模別の中間財取
引の情報は存在しないので，日本の 1985 年規
模別産業連関表の投入係数を参考に用いること
とする．1985 年版の前に 1980 年版もあるが，
1980 年版ではいくつかの部門の情報が不足して
おり，０の値となったためで，ベトナム規模別
産業連関表に適用できない．しかも，1980 年以
外は 1985 年の日本の経済発展程度が最も 2011
年のベトナムに近いとし，1985 年版の規模別産
業連関表を活用することとした．また，1985 年
版の表ではサービス業の部門が規模別に分割さ
れていないため，規模別にした 2005 年版を利用
しサービス業の投入係数を参考にした．
　しかも，表 4.5 と表 4.6 のように日本とベト
ナムの中小企業の定義は概ね同様のため，日本

の規模別産業連関表の情報を利用することとす
る．
　ここまで推計してきたベトナム規模別産業連
関表と日本規模別産業連関表の部門分類は違う
ので，再度部門を対応させる必要がある．類似
した部門と共通の部門を表 4.7 のようにまとめ
ている．
　日本規模別産業連関表では大企業と中小企業
に分離していない部門（農林水産業，鉱業，運
輸等）があるため，その部門は生産額の割合で
分離していく．仮に日本の表で２つの部門間の
投入係数を x として，ベトナムの表で A 部門の
生産額割合がｉ小・ｉ大で，B 部門の生産額割合
がｊ小・ｊ大である．以下の表 4.8 で投入係数を
分離することを説明する．

表 4.5　日本の中小企業の定義

業種分類
中小企業

（いずれかの条件） 小規模企業
資本金 従業員数

製造業その他 3 億円以下 300 人以下 20 人以下
卸売業 1 億円以下 100 人以下 5 人以下
サービス業 5000 万円以下 100 人以下 5 人以下
小売業 5000 万円以下 50 人以下 5 人以下

　出所：日本の中小企業庁

表 4.6　ベトナムの中小企業の定義

業種分類
中企業

（いずれかの条件）
小企業

（いずれかの条件） 極小企業
資本金 従業員数 資本金 従業員数

農林水産業 １億〜５億円 200 〜 300 人 1 億円以下 200 人以下 10 人以下
製造業，建設業 １億〜５億円 200 〜 300 人 1 億円以下 200 人以下 10 人以下

商業，サービス業 5000 万〜
2.5 億円 50 〜 100 人 5000 万円以下 50 人以下 10 人以下

　出所：ベトナム政府の 56/2009/ND-CP 議定書



10

表 4.7　ベトナム規模別産業連関表と日本規模別産業連関表の部門分類

ベトナム規模別産業連関表 日本規模別産業連関表
農林水産業 農林水産業

鉱業 鉱業

製造業

食料品
飲料・たばこ・飼料

繊維製品
衣服その他繊維製品

木材・木製品
家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品
出版・印刷
化学製品
石油製品
石炭製品

プラスチック製品
ゴム製品

なめし革・毛皮・同製品
窯業土石製品

鉄鋼
非鉄金属
一般機械
電気機械
輸送機械
精密機械

その他の製造業
電力・ガス・水道 電力・ガス・水道

建設 建設
卸売小売商業 商業
運輸，倉庫 運輸

宿泊所，飲食サービス 対個人サービス
情報，通信 通信・放送

金融，銀行，保険
金融・保険・不動産

不動産
専門，科学，技術の活動
行政，サポートサービス

教育
健康，社会的活動

対事業所サービス

公務・公共サービス

他のサービス
（主に対個人サービス） 対個人サービス

　　　　　　　　出所：日本規模別産業連関表に基づき，筆者作成
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　以下の例を見てみよう．仮に日本の表で農林
水産業・鉱業の投入係数が 0.1 で，ベトナムの
表で農林水産業の生産額割合が大 0.7・中小 0.3
で，鉱業の生産額割合が大 0.6・中小 0.4 である．

（日本表） 農林水産業
鉱業 0.1

↓

（ベトナム表） 農林水産業
大

農林水産業
中小

合計
（行）

鉱業　大　 0.042 0.018 0.06
鉱業　中小 0.028 0.012 0.04
合計（列） 0.07 0.03

　また，日本規模別産業連関表では規模別に分
離した部門の場合は，そのままの係数をベトナ
ムの表に適用した．こうした手法で全体の投入
係数が完成する．投入係数の各数値を対応する
生産額に乗じて，中間財取引額を求めた．
　ここまで計算した中間財額の合計と上記のよ
うに計算した内生部門計の値は差があるため，
最後に RAS 調整法を利用し，２つの値が一致
するように調整した．
　以上のような作成のプロセスで 2011 年ベト
ナム規模別産業連関表が完成した．

５．ベトナム規模別産業連関表を用いた分析

　まずはベトナムの規模別の生産額構成比の表
5.1 を見てみよう．中小企業は企業数が圧倒的に
多いことにも関わらず，ほとんどの産業では生
産額が大企業より少ないという結果となった．

全体的には，中小企業の生産額が 41％，大企業
の生産額が 59％を占めている．そのうちどち
らの企業規模にも製造業が一番多い割合を占め
た．
　部門によって中小企業と大企業の割合差は違
うが，大きい差のある産業の例として，鉱業（５
倍差），電力・ガ ス・水道（８倍差），金融・保
険（20 倍差）などである．それらの産業では起
業する際に，大量の資本が必要となるため，大
企業の方が優位にあると考えられる．
　しかし，中小企業のほうの生産額が多い産業
は少ないが，存在はしている．それは建設，卸
売小売商業などの産業である．その理由として
は，ベトナムでは家庭の住宅，小規模の建物な
どの建設は大手建設企業が担当するのは珍し
く，大部分に地元の建設団体または人数の少な
いチームに行われている．販売業も同じく，住
宅地区での雑貨店，市場などはほとんど家庭や
個人事業に運営されて，現在のベトナムでは雑
貨店，コンビニ等の大手チェーンストアがまだ
発達していない．
　次は中小企業と大企業の影響力・感応度係数

表 5.1　ベトナムの規模別生産額構成比
部門 大企業 中小企業

農林水産業 9.41% 7.10%
鉱業 4.99% 1.05%
製造業 26.17% 14.60%
電力・ガス・水道 1.66% 0.21%
建設 3.27% 6.04%
卸売小売商業 4.06% 6.48%
運輸，倉庫 1.32% 0.93%
宿泊所，飲食 1.88% 1.18%
情報，通信 0.48% 0.06%
金融，銀行，保険 2.07% 0.11%
不動産 1.02% 1.43%
専門，科学，技術の活動 0.22% 0.52%
行政，サポートサービス 0.55% 0.82%
教育 0.61% 0.32%
健康，社会的活動 0.30% 0.11%
他のサービス 0.45% 0.59%

　出所：筆者作成

表 4.8　日本表の係数からベトナム表の係数に変換

（日本表） A 部門
B 部門 x

↓

（ベトナム表） A 部門
大

A 部門
中小

B 部門　大 ｉ大＊ｊ大＊ x ｉ小＊ｊ大＊ x
B 部門　中小 ｉ大＊ｊ小＊ x ｉ小＊ｊ小＊ x
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の比較表（表 5.2）を見てみよう．
　各産業各規模のうち，
・‌�他産業に対する影響力，他産業から受ける感

応度がともに強い業種は農林水産業（中小），
製造業（中小），製造業（大），卸売小売商業（中
小）である．

・‌�他産業に対する影響力，他産業から受ける感
応度がともに弱い業種は，鉱業（中小），電力・
ガ ス・水道，情報・通信，金融・銀行・保険

（中小）等である．
・‌�他産業に対する影響力が強く，他産業から受

ける感応度が弱い業種は，建設，運輸・倉庫
（中小），宿泊所，飲食（中小），金融，銀行，
保険（大）等である．

・‌�他産業に対する影響力が弱く，他産業から受
ける感応度が強い業種は農林水産業（大），鉱
業（大），卸売小売商業（大），宿泊所・飲食（大）
である．

　感応度については，産業によって中小企業と
大企業が違うが，影響力の場合は全般的に中小
企業のほうの係数が高い．そのことは，中小企
業のほうが国内各産業から多くの割合で中間財
を投入し，国内への影響力や波及効果が大きい
ことを示している．以上の結果は，中小企業は
大企業より波及効果が高いという第一の仮説に
あたっているだろう．
　そのうち，製造業，建設，農林水産業，運輸
業等の中小企業は最高の影響力係数を持ってい
る．特に製造業の全体が影響力も感応度も非常
に高く，他産業から中間投入の割合が高いだけ
でなく，各産業で中間投入としてもよく利用さ
れていることがわかっている．また，ベトナム
全体で製造業の生産額構成比が 40％以上も占め
て，重要な産業とは言える．逆に電力・ガス・
水道と情報・通信では影響力も感応度も 1 を超
えず，低くて，他の産業との取引関係が弱いだ

表 5.2　ベトナムの中小企業と大企業の影響力・感応度係数

産業
影響力 感応度

大企業 中小企業 大企業 中小企業
農林水産業 0.7546 1.4065 2.0016 1.6260
鉱業 0.8519 0.8350 1.1753 0.6213
製造業 1.5013 1.5180 4.9454 3.1913
電力・ガス・水道 0.8466 0.6394 0.8751 0.5249
建設 1.4199 1.4905 0.6384 0.7769
卸売小売商業 0.8030 1.1855 1.1523 1.5795
運輸，倉庫 0.9439 1.3732 0.8696 0.7539
宿泊，飲食 0.9019 1.0467 1.2925 0.9789
情報・通信 0.7286 0.7990 0.5772 0.4875
金融，銀行，保険 1.0152 0.8677 0.6997 0.4867
不動産 0.6999 1.1808 0.5975 0.6475
専門，科学，技術の活動 0.9015 1.1451 0.5275 0.5983
行政，サポートサービス 0.8562 1.1977 0.4946 0.5046
教育 0.9168 0.7573 0.4952 0.4854
健康，社会的活動 0.9693 0.8741 0.4985 0.4829
他のサービス 0.5553 1.0176 0.6776 0.7364
　出所：筆者作成
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ろう．
　また，農林水産業，鉱業，金融・保険業など
を見ると，大企業の感応度係数は中小企業より
もかなり高いことがわかった．これらの産業に
おいて中間財の産出先としては大企業のほうが
中小企業より国内へ供給していることを示して
いる．
　次に同一産業の大企業・中小企業の波及効果
や取引関係はどのようになっているか，逆行列
から見て検討してみよう．具体的には，以下の
表のように，レオンチェフ逆行列から各産業の
部分を１つずつ抜き出し，①と②の数値を考察
していく．
　これで①値が②値を超える場合，同じ産業で
の大企業の需要による中小企業への生産誘発が
大きいということである．一方，①が②より値
が低い場合であれば，中小企業の需要により大

企業で発生する生産誘発が大きいことになる．
　結果として，ほとんどの産業では中小企業の
需要による大企業への生産誘発が大きくなって
いる．そのうち，農林水産業，金融・保険，不
動産等では①と②の差が大きく（例えば農林水
産業 で ① が 0.12110 で，② が 0.53435），中小企
業のほうは大企業より産業内で強い波及効果を
与えると言えるだろう．全体的には，産業内の
最大の波及効果を与える部門は農林水産業　中
小（0.53435），製造業　中小（0.56177），製造業　
大（0.30549），宿泊・飲食　中小（0.19696）で
ある．以上の逆行列を考察したまとめとしては，
中小企業と大企業の取引関係が強い，つまりお
互いの投入・産出活動が活発で，波及効果価値
が高いという産業は農業，卸売小売商業，製造
業，金融・保険などである．一方，取引関係が
弱い産業は電気・ガス・水道，情報通信，教育

 

図 5.1　影響力・感応度係数

　出所：筆者作成
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などの産業である．
　次は Romero and Santos（2007）の検討した
RS 率と ORM 率を利用し，ベトナム各産業の
国内での投入・産出関係を考察する．Romero 
and Santos（2007）によって，RS 比率（ratio of 
regional suppliers）はその産業がどれほど地域
内から投入しているかという比率，ORM 比率
はその産業がどれほど地域内へ産出しているか
という比率である．次の（1），（2）式で，RS 率
と ORM 率が求められる．
�

（1）�� �∑ 𝑥𝑥����
∑ 𝑥𝑥���

 

𝑋𝑋���
𝑋𝑋���

��� � 1 �  𝐸𝐸�𝑋𝑋� 

�� �∑ 𝑥𝑥����
∑ 𝑥𝑥���

 

𝑋𝑋���
𝑋𝑋���

��� � 1 �  𝐸𝐸�𝑋𝑋� 

：‌�競争輸入型 の 中間財取引行列（輸入分 が 
入ってる）

�� �∑ 𝑥𝑥����
∑ 𝑥𝑥���

 

𝑋𝑋���
𝑋𝑋���

��� � 1 �  𝐸𝐸�𝑋𝑋� 

：地域内の中間財取引
�

（2）

�� �∑ 𝑥𝑥����
∑ 𝑥𝑥���

 

𝑋𝑋���
𝑋𝑋���

��� � 1 �  𝐸𝐸�𝑋𝑋� 

Ej：輸出額ベクトル
Xj：国内生産額ベクトル

　計算をすると，次の結果が求められた．
　ORM 率の場合は，規模別産業連関表の作成
で，輸出額分離の段階では生産額の割合を利用

し，分離したため，大企業と中小企業の E/X 率
は各産業で同一となり，以下の結果表で一列に
まとめた．
　以下の結果を見ると，注目すべき産業は製造
業である．中小企業は大企業より RS 率が高い
ことがわかった．つまり，中小企業の方は大企
業より国内から原材料を投入しているというこ
とである．また，同産業では他の産業と比べて
ORM 率もかなり低いと言えるだろう．それは，
製造業の製品は多く海外へ輸出されているとい
うことを示した．この結果は，製造業の RS 率
も ORM 率も低いではないかという第二の仮説
と近年のベトナムの製造業状況に即していると
言えるだろう．製造業に海外投資を集中されて
いるという近年の状況は，以下の付加価値の考
察にて説明する．
　次は付加価値に対する波及効果を検討する．
生産額に対する付加価値額の割合を付加価値係
数 v として，v を対角化した V に競争輸入型逆
行列（I─（I─M）A）─1 を乗じると，最終需要１単
位がどれくらい付加価値誘発をもたらすかとい
う付加価値誘発係数を示すことができる．�

（3）付加価値誘発係数 = V（I─（I─M）A）─1

　結果を見ると，中小企業より大企業の付加価
値が大きく発生した産業が多いということがわ 

A 産業
大企業 中小企業

A 産業
大企業 自部門波及 ②

中小企業 ① 自部門波及
　出所：居城琢・明素延（2014）

表 5.3　産業内の逆行列の比較結果

部門名

①＞② 建設，卸売・小売商業，専門・科学・技術の活動 ，行政・サポートサービス

①＜② 農林水産業，鉱業，製造業，電力・ガス・水道，宿泊・飲食，運輸・倉庫，情報・通信，金融・
銀行・保険，不動産，教育，健康・社会的サービス

　出所：筆者作成
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かる．例えば，農林水産業，建設，商業，宿泊飲 
食業，不動産などである．その中で，農林水産
業では，中小企業（0.67）と大企業（0.90）との
差が大きい．その理由としては，ベトナムの農
業の中小企業が家庭企業であることが多く，加
工をあまりせず，収穫した農産物を粗雑な状態
で大企業などに提供するのが一般的である．加
工用の機械が備えているのは主に大企業である
ため，農林水産業全体の付加価値は大企業に集
中されることになっているだろう．
　一方，大企業より中小企業の方で付加価値が
発生するという産業もある．それは製造業，鉱
業，健康・社会的産業などである．特にベトナ
ムの製造業では，外資企業が重要な役割をして
いる．統計総局により，2019 年では外国投資の
うちに製造業への資金を 60％，製造業全体の輸
出額の 70％を占めた．特に日本と韓国の 2 か国
の製造企業が投資額の 30％を占めている 8）．し

かし，外資企業，特に大企業では主な工程が原
材料や部品を外国から輸入して，単純な加工や
組み立てを行い，また海外に輸出するという工
程で，ベトナムで発生した付加価値の割合がか
なり低いのではないかと考えられる．一方，製
造業の中小企業が国内企業であることがほとん
どで，加工からマーケティング，商品流通まで，
工程の範囲がより広く，付加価値の割合も高く
なると考えられる．以上の考察は，中小企業は
大企業より国内の付加価値を発生させているの
ではないかという第三の仮説が当てはまってい
ると言えるだろう．
　また，製造業，建設業など，原材料が多く必
要な産業に対して，サービス関連の産業の付加
価値率がかなり高い傾向にある．その中，情報・

表 5.4　各産業の RS 比率と ORM 比率

部門
RS 比率 ORM 比率

大企業 中小企業 大・中小企業
農林水産業 0.7824 0.7824 0.8741
鉱業 0.5821 0.5821 0.5864
製造業 0.5641 0.6926 0.5123
電力・ガス・水道 0.6866 0.6866 0.9998
建設 0.5274 0.5274 0.9850
卸売小売商業 0.6853 0.6822 0.6809
運輸，倉庫 0.5424 0.5424 0.1322
宿泊所，飲食 0.8667 0.7649 1.0000
情報，通信 0.9148 0.9148 0.8982
金融，銀行，保険 0.6896 0.6896 0.9488
不動産 0.9285 0.9285 0.9638
専門，科学，技術の活動 0.7697 0.6657 0.8705
行政，サポートサービス 0.6518 0.6023 0.9815
教育 0.7677 0.7677 1.0000
健康，社会的活動 0.6674 0.6674 1.0000
他のサービス 0.8829 0.8334 0.9981

　出所：筆者作成

　　　　　　　　　

　8）ベトナム統計総局，2019 年経済調査統計
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通信産業の大・中小企業両方，不動産の大企業
部門，対個人のサービスの大企業部門の付加価
値率が最も高いということが明らかになった．
　本節では以上のように作成したベトナム規模
別産業連関表を用い，いくつかの分析を行い，
各産業の中小企業と大企業の構成比と生産波及
効果 や 付加価値波及効果，産業内 の 取引関係，
製造業の投入産出の特徴などを考察した．

まとめ

　本稿ではベトナムの 2011 年規模別産業連関
表の作成を通じて，ベトナムの中小企業と大企
業の状況と関係を分析し，取得できた結果は次
のようにまとめられる．
　まずはベトナムの中小企業と大企業の全体的
な状況である．規模別に見た生産額の構成比に
ついては，中小企業の数が圧倒的に多いにも関

わらず，大企業の生産額が中小企業よりも１.5
倍と大きい．そのなかで，中小企業と大企業の
格差が大きい産業は電力・ガス・水道（8 倍差），
金融・保険（20 倍差）などである．また，多く
の産業では中小企業のほうが各産業から多くの
割合で中間財を投入し，影響力係数や波及効果
が大きい．
　次に，産業内の中小企業と大企業の関係につ
いて，ほとんどの産業では中小企業の需要によ
る大企業への生産誘発が大きく発生している．
また，産業内の逆行列価値を検討して明らかに
なったことは，中小・大の取引関係が強い産業
は 農業，卸売小売商業，製造業，金融・保険 な
どである．一方，取引関係が弱い産業は電気・
ガス・水道，情報通信，教育などの産業である．
　最後に製造業に関する分析については，次の
ような結果となった．大企業の RS 率は中小企

図 5.2　規模別の付加価値の波及効果

　出所：筆者作成
  



17

業よりも低く，国内からの中間財投入が比較的
に少ない．同産業の ORM 率も他産業と比べる
とかなり低く，製造品は多く海外へ輸出されて
いるということを示している．しかも付加価値
の波及効果分析でも中小企業の方による付加価
値の誘発率がより高い．これらの結果はベトナ
ムの現状に合致していると言える．
　以上の結果を踏まえ，ベトナムの今後の政策
提案としては，大企業より中小企業の構成比が
比較的低 い 産業（電気・水道，金融 な ど），第
三次産業（サービス業など）では，さらに中小
企業の成長を促進するため，政府は支援すべき
ではないか．また，製造業への投資を拡大しつ
つ，大企業の国内への付加価値誘発や波及効果
をさらに高めるという政策は大事なのではない
だろうか．
　今後の課題としては，まず規模別産業連関の
制度の改善と考えられる．本稿に利用した規模
別のデータは 2011 年の最新版で，規模別的な輸
入と輸出の統計が不足しているため，ORM 率
や貿易関連の分析では正確性の高い結果がまだ
求められない．今後，ベトナム統計局は規模別
のデータを更新する可能性があり，規模別産業
連関表の推計の改善や，年次の更新，貿易に関
する研究をさらに進めたい．また，2011 年の他
に，2006 年と今後の規模別産業連関表を作成し，
長期間にわたってのベトナムの経済構造変化を
規模別に分析し，グエン　ホアン　フォン　タ
オ（2016a）の研究を更に展開することが可能に
なる．
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